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１．まえがき 

国土交通省では，公共事業のコスト縮減，品質確保

および事業執行の効率化を目指して，CALS/EC
(Continuous Acquisition and Life-cycle Support/ Electronic 
Commerce)を推進している．この一環として，データ

再利用環境の構築を目指し，業務や工事などの各段階

における成果品の電子納品を 2001 年度から開始して

いる．

電子成果品が徐々に蓄積されてくる一方で，下流工

程のうち，とくに維持管理で利用する情報の引き渡し

が課題として顕然となってきた 1)-2)．この課題が解決

すると，事業関係者は，構造物の完成後，上流工程で

生成された情報から維持管理で必要な情報が迅速に取

得できる．すなわち，作業の効率化および情報取得・

生成のコスト縮減の効果が得られる．

既往の研究 3)では，業務プロセス合理化のケースス

タディとして，道路事業の成果品のうち CAD データ

を対象にした情報流を分析している．この分析結果と

して，改善効果が期待できる場面が得られている．ま

た，これはケーススタディであることから，今後も継

続して分析を進めることが提言されている．

本研究では，電子成果品の蓄積およびデータ再利用

環境の実現に向けて，道路事業の橋梁維持管理に着眼

し，業務の実態を分析して課題を抽出する．また，各

課題の改善策を検討し，上流工程に求める情報および

伝達方法を検討する．

２．検討方法 

本研究は，電子成果品の蓄積およびデータ再利用環

境の実現に向けて，次の方法により検討を進めた．

（１）現状業務(AS-IS)の分析 

上流工程にあたる測量，地質調査，予備・詳細設計

および工事で生成している情報を分析した．また，橋

梁の維持管理の業務内容および流通している情報を分

析した．

（２）課題分析および改善策（TO-BE）の検討 

国道事務所などの関係機関へヒアリング調査を実施

し，主として次の観点から課題を抽出した．

・維持管理で必要とする情報

・図面で表現すべき情報（精度，データ形式含む）

・維持管理システム       など

現状における電子納品の運用上の課題および上流工

程への要求事項に対する改善策を検討した．

検討イメージを図-1 に示す． 

図-1 検討イメージ 
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３．現状業務(AS-IS)の分析 

 
（１）上流工程で生成される情報の分析 

本研究では，橋梁の測量，地質調査，予備設計，詳

細設計および工事を上流工程として，各工程で生成さ

れている情報を整理した．まず，各規程（共通仕様書

など）を基にして，上流の各工程で作成される成果品

を総括的に整理した．次に，上流工程の各成果品に含

まれているデータおよび各データの再利用性を次の手

順で整理した．整理結果の一部を表-1 に示す． 
・規程および既存の分析資料から，橋梁の上流工程

で生成されるデータを抽出 
・各成果品に含まれているデータを抽出 
・各データの再利用の有無，再利用の用途(加工・参

照)，維持管理に渡せる品質の要否を分析 
なお，対象工種は，鋼上部工，コンクリート上部工

および下部工とした． 
 

（２）維持管理の業務内容および流通情報の分析 

本研究では，既存資料および国道事務所の職員にヒ

アリング調査を実施し，橋梁の維持管理の業務内容お

よび流通している情報を明らかにした 4)-7)．業務で作

成する各資料に対して，作成者，データ項目，参照資

料（転記，加工，更新，閲覧の用途の整理含む），利

用システム，実運用上の取り扱い・慣例および最終保

存形態などの項目を設けて現状を克明に整理した． 

維持管理の業務内容および流通情報の整理結果の総

括を表-2 に示す． 
表-2 維持管理の業務内容・流通情報（総括） 

業務 業務の解説 作成資料 資料の内容

・調書（橋調書） ・道路の諸元情報
・路線の延長
・トンネル，橋，鉄道との交差など

・図面 ・道路台帳図
・道路縦断図
・用地実測丈量図

・附属調書 ・付属物の諸元情報
・付属物の平面図，断面図
・現況写真　など

通常点検 損傷の早期発見を図るために，道路の通常
巡回として実施するもので，道路パトロー
ルカー内からの目視を主体とした点検．

・巡回日誌（通常巡回）
・橋梁管理カルテ（維持，修繕行
為）

・巡回年月日，措置，見取図
・橋梁の諸元情報
・点検の履歴　など

定期点検 橋梁の損傷状況を把握し損傷の判定を行う
ために，頻度を定めて定期的に実施するも
ので，近接目視を基本としながら目的に応
じて必要な点検機械・器具を用いて実施す
る詳細な点検．

・点検調書
・橋梁管理カルテ

・橋梁の諸元情報
・橋梁全体の状態についての所見
・損傷図，写真
・損傷した部材種別・損傷程度
・点検結果　など

中間点検 定期点検を補うために，定期点検の中間年
に実施するもので，既設の点検設備や路
上・路下からの目視を基本とした点検．

・巡回日誌（定期巡回）
・点検調書
・橋梁管理カルテ

・橋梁の諸元情報
・損傷図，写真
・損傷した部材種別・損傷程度など

塩害に関する特定点検 塩害等の特定の事象を対象に，予め頻度を
定めて実施する点検．

・点検調書
・橋梁管理カルテ

・橋梁の諸元情報
・損傷図，写真
・損傷した部材種別・損傷程度など

異常時点検 地震，台風，集中豪雨，豪雪等の災害や大
きな事故が発生した場合，橋梁に予期して
いなかった以上が発見された場合などに行
う点検．

・巡回日誌（異常時巡回）
・発注した業務報告書
・橋梁管理カルテ

・橋梁の諸元情報
・全景写真
・異常箇所写真，略図，状況など

追跡調査 詳細調査などにより把握した損傷に対して
その進行状況を把握するために，損傷に応
じて頻度を定めて継続的に実施する調査．

・発注した業務報告書
・橋梁管理カルテ

・橋梁の諸元情報
・主要部材の損傷等の状況
・点検履歴
・点検内容　など

詳細調査 補修等の必要性の判定や補修等の方法を決
定するに際して，損傷原因や損傷の程度
を，より詳細に把握するために実施する調
査．

・発注した業務報告書
・橋梁管理カルテ

・橋梁の諸元情報
・主要部材の損傷等の状況
・点検の履歴　など

維持（補修・補強のため
の設計）

工事に必要な詳細構造を経済的かつ合理的
に設計し，工事発注に必要な図面・報告書
を作成する．

・設計業務報告書 ・設計図
・数量計算書
・設計計算書
・線形計算書
・施工計画書　など

補修 既設橋に生じた損傷を直し，もとの機能を
回復させることを目的とした措置．

・竣工図書（工事内容を記載した
「補修・補強工事調書」を含む）
・橋梁管理カルテ

・管内における橋梁概要
・橋梁の諸元情報
・検査等の履歴

補強 既設橋に生じた損傷の補修にあたってもと
の機能以上の機能向上を図ること，又は，
特に損傷がなくても積極的に既設橋の機能
向上を図ることを目的とした措置．

・竣工図書（工事内容を記載した
「補修・補強工事調書」を含む）
・橋梁管理カルテ

・管内における橋梁概要
・橋梁の諸元情報
・検査等の履歴

苦情・要望への対応 ・苦情・要望の内容を把握する．
・道路台帳（副本）で場所と施設などを確認す
る．
・必要に応じて現場で確認する．
・道路管理者として対応すべき内容かを判断す
る．
・処理方法を検討する．
・様式-1「行政相談など（質疑，相談，苦情，
要望）処理表」に必要事項を記入して，事務所
に報告後保管する．

・苦情記録台帳
・手書きメモ
・ポラロイド写真
・指示書（維持工事の指示）
・行政相談など（質疑，相談，苦
情，要望）処理表

・質疑，相談，苦情，要望の内容
・処理方法　など

道路施設現況調査 道路法第77条に基づき，道路施設現況調査
第1～4号様式の調査範囲の道路に係る橋梁
で，橋長15m以上の橋梁を調査する．

・第5号様式（橋梁） ・路線分割
・橋梁種別
・橋梁名
・分割番号　など

道路台帳作成（橋調書） 道路法施行規則第4条の2に基づき，調書，
図面，付属調書を作成する．

 

表-1 上流工程の各成果に含まれているデータの整理結果（一部） 
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70 基本 道路中心線 有 有 加工 有 有 有 有 参照 可
71 基本 道路中心と右岸堤防法線の交角 有 有 加工 有 有 参照 可
72 基本 道路中心と左岸堤防法線の交角 有 有 加工 有 有 参照 可
73 基本 道路中心と低水路中心の交角 有 有 加工 有 有 参照 可
74 基本 道路付帯構造物小構造物 有 有 加工 有 有 参照 可
75 基本 土質区分 有 有 参照 有 有 有 参照 可
76 基本 土地所有者 参照 可
77 基本 土地利用 有 有 有 参照 可 有 有 有 参照
78 基本 発注者
79 基本 幅杭 参照 可
80 基本 物理特性
81 基本 プレストレストコンクリートの単位重量 有 有 加工 有 有 参照 可
82 基本 母材総面積 有 有 参照 可
83 基本 歩車道の区別 有 有 加工 有 有 有 参照 可
84 基本 歩道の立上がり 有 有 加工 有 有 有 参照 可
85 基本 歩道幅 有 有 加工 有 有 有 参照 可
86 基本 曲げ応力度 参照 可
87 基本 盛土高 有 有 参照 可
88 基本 盛土面の法勾配 有 有 加工 有 有 参照 可
89 基本 遊間 有 有 有 参照 可
90 基本 雪荷重 有 有 加工 有 有 参照 可
91 基本 用地境界 参照 可
92 基本 用地杭 参照 可
93 基本 用地取得等の予定線 参照 可
94 基本 用地面積 参照 可
95 基本 力学特性
96 基本 粒度
97 基本 路線名 有 有 加工 有 有 参照 可
98 基本 基準高
99 基本 現況地物 有 有 有 加工 有 有 有 参照 可
100 基本 地層・岩体区分
101 基本 法長 有 有 参照 可
102 基本 道路規格 有 有 加工 有 有 参照 可
103 基本 杭中心座標 有 有 参照 可
104 基本 切土高 有 有 参照 可
105 基本 切土面の法勾配 有 有 加工 有 有 参照 可
106 基本 縦断曲線の位置 有 有 参照 可
107 基本 縦断曲線の延長 有 有 参照 可
108 基本 縦断勾配 有 有 加工 有 有 有 参照 可
109 橋梁 供用年月日
110 橋梁 橋長 有 有 有 有 加工 有 有 有 有 有 有 有 参照 可
111 橋梁 橋分類 有 有 参照 可
112 橋梁 橋梁名称 有 有 参照 可
113 橋梁 設計活荷重 有 有 有 参照 可
114 橋梁基本情報 設計震度（垂直） 有 有 参照 可
115 橋梁基本情報 設計震度（水平） 有 有 加工 有 有 有 参照 可
116 橋梁基本情報 地名始点 有 有 有 参照 可
117 橋梁基本情報 地名終点 有 有 有 参照 可
118 橋銘・橋歴板 位置 有 有 参照 可
119 橋銘・橋歴板 数量 有 有 参照 可
120 橋銘・橋歴板 銘文字 有 有 参照 可
121 橋面舗装 橋面形状 有 有 参照 可
122 橋面舗装 区間 有 有 参照 可
123 橋面舗装 舗装厚 有 有 有 参照 可
124 橋梁線形 小座標系x軸方向角度 有 有 参照 可
125 橋梁線形 小座標系原点 有 有 参照 可
126 橋梁線形 小座標系種別 有 有 参照 可
127 橋梁附属物 種別 参照 可
128 基礎地盤条件 N値 有 有 参照
129 基礎地盤条件 許容変位量 参照 可
130 基礎地盤条件 変形係数 参照 可

フェーズ間連携フェーズ間連携鋼上部工（予備設計） 鋼上部工（詳細設計）

No.

　　　　　　　　　　　　成果品名

　データ

分類
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４．課題分析および改善策（TO-BE）の検討 

 
本研究では，現状分析結果を用いて課題を分析して

上流工程への要求事項を抽出し，改善策を検討した． 
（１）維持管理で利用する上流成果の分析 

上流工程で生成されるデータのうち，維持管理で利

用するデータをヒアリング調査を通じて抽出した．ま

た，次の観点からデータを分析した． 
上流工程で生成されるデータのうち，上流工程で情

報が確定される段階の分析結果は図-2(a)のとおりで

ある．各段階を通じて，情報が生成・加工された後，

確定されているが，詳細設計で最も多くのデータが確

定されており，約 72%を占める． 
各段階で生成・加工されるデータの割合を分析した

結果は図-2(b)のとおりである．詳細設計で最も多くの

データが生成・加工されており，約 48%を占める． 
維持管理で利用するデータが多く含む上流工程の成

果とデータが確定する段階とを分析した結果は図

-2(c)のとおりである．データを多く含む成果として，

詳細設計の数量計算書，設計概要書などが挙げられる．

また，各成果に含まれるデータが確定される段階とし

て，詳細設計が最も多くの割合を占めている． 
測量
1% 地質調査

1%
予備設計

1%施工
25%

詳細設計
72%

 

詳細設計
48%

施工
30%

予備設計
19%

地質調査
1%

測量
2%

 
  (a)各データの確定段階の割合   (b)生成データの割合 
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(c)データを多く含む成果と情報が確定する段階 

図-2 維持管理で利用するデータの分析結果 
（２）図面で表現すべき情報（精度，データ形式含む） 

維持管理で利用する道路台帳図と，上流工程で生成

される図面との図面尺度や表記記号を比較検討した．

検討結果として，次の課題が得られた． 

・道路台帳図の尺度は 1/500 である一方，道路詳細

設計の平面図の尺度は 1/500または 1/1,000と規定

されている． 
・完成図から道路台帳図へデータを円滑に渡すには，

表記記号の統一が前提となるが，道路台帳図と測

量図面，設計図および完成図とで表記記号が異な

っている．また，各地方整備局で道路台帳図の表

記記号が異なっている． 
・完成図を利用して道路台帳図を作成するには，完

成図に示されていない地形データなどの測量成果

を取り込む必要がある． 
・詳細設計から道路台帳図の作成に至るまでの時間

経過により，地形データが陳腐化することがあり，

再測量が必要な場合がある． 
・設計図および完成図では測点が利用されているが，

道路の供用段階で距離標に切り替わり，維持管理

段階では距離標が利用されている． 
・完成図に距離標が記入されていないため，MICHI

へデータ取り込みができない． 
（３）維持管理システム 

国土交通省では，データ再利用環境の取り組みの一

環として，電子納品・保管管理システムを整備してい

る．一方，土木構造物を適切に維持管理するため，さ

まざまな維持管理用システムが整備されている． 
維持管理の業務の効率化を高める方策として，上流

工程で生成した情報を適切に引き渡すことがあげられ

る．情報技術の側面からは，電子納品・保管管理シス

テムと既存の維持管理システムとの間で連携すること

により，効率よくデータが引き渡せる． 
本研究では，電子納品・保管管理システムと連携さ

せることで，業務の効率化に寄与する維持管理システ

ムをヒアリング調査などを通じて検討した．結果とし

て，次のシステムが連携候補として得られた． 
・道路管理データベースシステム（MICHI） 
・技術文献・地質情報伝達システム（TRABIS） 
・重要構造物図面検索システム 

（４）改善策の検討 

前項までの検討成果から，維持管理から上流工程へ

の要求事項を検討し，次の結論を得た． 
・維持管理で利用できる完成図の作成 
・工事別道路施設基本データ(MICHI データ)の集成 
・重要構造物管理システムの登録データの電子納品 
・設計・工事成果の適切な保管管理 
・MICHI 入力データの電子納品および登録の迅速化 
これらの要求事項に対して，電子納品を中心とした

上流工程の改善策を検討し，主として次の結論を得た． 
a)道路施設基本データの流通方策 
・道路工事完成図等作成要領(案)によるデータ流通 
・分割発注された工事の道路施設基本データの集約 
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改善策 「道路台帳図の作成支援方策」 
 
概要 

1.道路台帳図の表記記号の統一および完成図の表記規則への適用 
2.工事の再測量結果を反映させた道路台帳図の作成 
3.設計業務共通仕様書の改定（平面図の尺度を 1/500） 
4.道路工事完成図等作成要領(案)によるデータ流通（完成図への距離標記入の徹底） 

 
対応内容 

1.道路台帳図の表記記号の統一および完成図の表記規則への適用 
• 道路台帳図で使われている表記記号を完成図へ適用可能か検討し，可能である場合

は，測量成果電子納品要領(案)および CAD 製図基準(案)に反映（改定）させる．その

際，各地方整備局の道路台帳図の表記記号に差異があるため，全国的な規程の統一

を考慮する． 
• 難易度：高…測量成果電子納品要領(案)，CAD 製図基準(案)および地方整備局 

         ごとの道路台帳作成要領の改定を伴うため． 
2. 工事の再測量結果を反映させた道路台帳図の作成 

• 設計から工事段階へ地形測量（地形図），路線測量（杭打図）および用地測量（用地実

測図（丈量図））と，詳細設計成果（設計図）とを確実に情報提供できるように，電子納

品・保管管理システムへのデータ登録を徹底させる． 
• 工事段階における再測量の成果を上記の資料に反映させて道路台帳図を作成する． 
• 運用を徹底するために，電子納品運用ガイドラインで運用基準・解説を示す． 
• ライフサイクルデータの運用を示したマニュアル(案)等の作成も検討する． 
• 難易度：高 現場における運用にまで踏み込んだプロセス改善が必要なため． 

3.設計業務共通仕様書の改定（平面図の尺度を 1/500） 
• 設計図を用いて道路台帳図を作成することを視野に入れて，設計業務仕様書で定めら

れている設計図（平面図）の尺度を「1/1000～1/500」から「1/500」に改定する． 
• 難易度：中…共通仕様書の改定を伴うため．現状でも設計図面の尺度は 1/500 

         が多く，設計コンサルへの影響はそれほど大きくないため． 
4.道路工事完成図等作成要領(案)によるデータ流通（完成図への距離標記入の徹底） 

• 設計図および完成図では測点が利用されているが，道路の供用段階で距離標に切り

替わり，維持管理段階では距離標が利用されている．道路工事完成図等作成要領

(案)による運用により，距離標が記入された完成図が納品され，維持管理への円滑な

データ流通が実現する． 
• 工事完成図書の電子納品要領(案)および CAD 製図基準(案)との整合化等の是非を

検討していく必要がある． 
• 難易度：低…関係要領との統合検討は別として，道路工事完成図等作成要領(案)によ

る運用でデータ流通が実現する． 
 
課題 1.道路台帳図の表記記号の統一および完成図の表記規則への適用：地方整備局単位の運用で

あれば表記記号を統一する必要はないが，国土管理の基盤整備という観点からは，全国的な統

一が必要になる． 
2. 工事の再測量結果を反映させた道路台帳図の作成：上流成果の確実な情報提供と，実運用

に踏み込んだプロセス改善が必要になる．現場（構造物）と誤差のない完成図を作成するための

完成図作成規則を検討する必要がある． 
3.設計業務共通仕様書の改定（平面図の尺度を 1/500）：特になし． 
4.道路工事完成図等作成要領(案)の早期施行（完成図への距離標記入の徹底）：特になし． 

 

 

             道路台帳図の作成の現状 
 

 

道路台帳図の作成の改善案                 

 
図-3 成果の取りまとめ要約（一部） 

b)道路台帳図の作成支援方策 
・道路台帳図の表記記号の統一および完成図の表記

規則への適用 
・工事の再測量結果を反映させた道路台帳図の作成 
・設計業務共通仕様書の改定(平面図の尺度を 1/500) 
・道路工事完成図等作成要領(案)によるデータ流通

（完成図への距離標記入の徹底） 
c)電子納品・保管管理システムによる支援方策 
・維持管理システムとの連携方策 

－MICHI：電子納品・保管管理システムを経由し

た道路施設基本データの円滑な引き渡し 
－重要構造物図面検索システム：システム用ラス

タデータの作成と円滑な引き渡し 
・測量成果の登録および上流成果の登録の徹底 
d)電子納品要領(案)の改定方策 
・維持管理で使う資料を集約したフォルダの追加 

（５）業務分析結果の可視化 

本研究の業務分析結果を関係者で共通の理解の下で

改善策に取り組んでいくため，図-3 に示す可視化資料

を作成し，関係者に配布した． 
 

５．あとがき 

 
本研究は，電子成果品の蓄積およびデータ再利用環

境の実現に向けて，道路事業の橋梁維持管理に着眼し，

業務の実態を分析して課題を抽出した．また，各課題

の改善策を検討した． 
公共事業執行の合理化（全体最適化）を図るために

は，文献 8)にも示されているとおり，現状の業務プロ

セスを可視化し，事業執行全体最適化の観点から業務

改善策を検討していく必要がある． 
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